
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
施行令 

平成23年 4月27日 政令 第112号

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令の一部を改正する政令 
平成24年 1月10日 政令 第1号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
第一章 総則
（定義）
第一条 この政令において、「東日本大震災」と
は、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法律（以下「法」とい
う。）第二条第一項に規定する東日本大震災を
いう。
２ 次章において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
一 居住者、確定申告書、修正申告書、更正請求
書、棚卸資産、不動産所得、事業所得、山林
所得、雑所得、不動産所得の金額、事業所得
の金額、譲渡所得の金額 又は減価償却資産 そ
れぞれ法第二条第二項各号に規定する居住
者、確定申告書、修正申告書、更正請求書、
棚卸資産、不動産所得、事業所得、山林所
得、雑所得、不動産所得の金額、事業所得の
金額、譲渡所得の金額 又は減価償却資産をい
う。
二 山林所得の金額 所得税法（昭和四十年法律第
三十三号）第三十二条第三項に規定する山林
所得の金額をいう。
三 給与等 災害被害者に対する租税の減免、徴収
猶予等に関する法律の施行に関する政令（昭
和二十二年政令第二百六十八号。以下「災害
減免令」という。）第三条の二第一項に規定
する給与等をいう。
四 公的年金等 災害減免令第三条の二第一項に規
定する公的年金等をいう。
五 報酬等 災害減免令第八条第三項に規定する報
酬等をいう。

３ 第三章において「事業年度」、「中間申告
書」、「棚卸資産」、「確定申告書」、「還付
加算金」、「更正」、「充当」、「減価償却資
産」、「連結事業年度」、「連結親法人」、
「連結確定申告書」、「連結完全支配関係」 ◆
追加◆、「連結所得」、「適格合併」、「適格
分割」、「適格現物出資」、「適格現物分
配」、「被合併法人」、「分割法人」、「現物
出資法人」、「合併法人」、「分割承継法
人」、「被現物出資法人」、「被現物分配法
人」、「連結中間申告書」又は「連結子法人」
とは、それぞれ法第二条第三項第三号から 第十
四号まで、第十六号から第二十三号まで、第二

第一章 総則
（定義）
第一条 この政令において、「東日本大震災」と
は、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法律（以下「法」とい
う。）第二条第一項に規定する東日本大震災を
いう。
２ 次章において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
一 居住者、確定申告書、修正申告書、更正請求
書、棚卸資産、不動産所得、事業所得、山林
所得、雑所得、不動産所得の金額、事業所得
の金額、譲渡所得の金額 、減価償却資産又は
総所得金額 それぞれ法第二条第二項各号に規
定する居住者、確定申告書、修正申告書、更
正請求書、棚卸資産、不動産所得、事業所
得、山林所得、雑所得、不動産所得の金額、
事業所得の金額、譲渡所得の金額 、減価償却
資産又は総所得金額をいう。
二 利子所得の金額、配当所得の金額、給与所得
の金額、山林所得の金額、一時所得の金額又
は雑所得の金額 それぞれ所得税法（昭和四十
年法律第三十三号）第二編第二章第二節第一
款に規定する利子所得の金額、配当所得の金
額、給与所得の金額、山林所得の金額、一時
所得の金額又は雑所得の金額をいう。
三 給与等 災害被害者に対する租税の減免、徴収
猶予等に関する法律の施行に関する政令（昭
和二十二年政令第二百六十八号。以下「災害
減免令」という。）第三条の二第一項に規定
する給与等をいう。
四 公的年金等 災害減免令第三条の二第一項に規
定する公的年金等をいう。
五 報酬等 災害減免令第八条第三項に規定する報
酬等をいう。

３ 第三章において「事業年度」、「中間申告
書」、「棚卸資産」、「確定申告書」、「還付
加算金」、「更正」、「充当」、「減価償却資
産」、「連結事業年度」、「連結親法人」、
「連結確定申告書」、「連結完全支配関係」 、
「連結法人」、「連結所得」、「適格合併」、
「適格分割」、「適格現物出資」、「適格現物
分配」、「被合併法人」、「分割法人」、「現
物出資法人」、「合併法人」、「分割承継法
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十七号、第二十八号、第三十一号、第三十二
号、第三十五号又は第三十六号に規定する事業
年度、中間申告書、棚卸資産、確定申告書、還
付加算金、更正、充当、減価償却資産、連結事
業年度、連結親法人、連結確定申告書、連結完
全支配関係 ◆追加◆、連結所得、適格合併、適
格分割、適格現物出資、適格現物分配、被合併
法人、分割法人、現物出資法人、合併法人、分
割承継法人、被現物出資法人、被現物分配法
人、連結中間申告書又は連結子法人をいう。
４ 第六章において「酒類」とは、法第二条第四項
第三号に規定する酒類をいう。

人」、「被現物出資法人」、「被現物分配法
人」、「連結中間申告書」又は「連結子法人」
とは、それぞれ法第二条第三項第三号から ◆削
除◆第二十三号まで、第二十七号、第二十八
号、第三十一号、第三十二号、第三十五号又は
第三十六号に規定する事業年度、中間申告書、
棚卸資産、確定申告書、還付加算金、更正、充
当、減価償却資産、連結事業年度、連結親法
人、連結確定申告書、連結完全支配関係 、連結
法人、連結所得、適格合併、適格分割、適格現
物出資、適格現物分配、被合併法人、分割法
人、現物出資法人、合併法人、分割承継法人、
被現物出資法人、被現物分配法人、連結中間申
告書又は連結子法人をいう。
４ 第六章において「酒類」とは、法第二条第四項
第三号に規定する酒類をいう。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域等において機械等を取得した

場合の特別償却又は所得税額の特別控除）
第十二条の二 法第十条の二第一項に規定する事業
に準ずるものとして政令で定めるものは、事業
と称するに至らない建物及びその附属設備の貸
付けその他これに類する行為で相当の対価を得
て継続的に行うものとする。
２ 法第十条の二第一項の表の第一号の第五欄に規
定する政令で定める要件は、次に掲げる要件の
いずれかを満たすこととする。
一 延べ面積が千五百平方メートル以上であるこ
と。
二 地上階数が三以上であり、かつ、避難の用に
供することができる屋上広場が設けられてい
ること。
三 建築物整備事業（法第十条の二第一項の表の
第一号の第四欄に掲げる建築物整備事業をい
う。第七項において同じ。）を施行する土地
の区域（以下この号及び次号において「建築
物整備事業区域」という。）内において整備
される公共施設（道路、公園その他の公共の
用に供する施設をいう。）の用に供される土
地の面積の当該建築物整備事業区域の面積の
うちに占める割合が百分の三十以上である場
合における当該建築物整備事業区域内におい
て建設されたものであること。
四 建築物整備事業区域内において整備される避
難施設、駐車場その他の地域の居住者等の利
便の増進に寄与する施設の整備に要する費用
の額が五千万円以上である場合における当該
建築物整備事業区域内において建設されたも
のであること。

３ 法第十条の二第三項の規定による控除をすべき
金額は、その年分の所得税法第九十二条第二項
に規定する課税総所得金額に係る所得税額から
控除する。この場合において、当該所得税額か
ら控除をすべき同条第三項に規定する配当控除
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の額があるときは、まず当該配当控除の額を控
除し、次に法第十条の二第三項の規定による控
除をすべき金額を控除する。
４ 法第十条の二第三項に規定する所得税の額とし
て政令で定める金額は、次の各号に掲げる場合
の区分に応じ当該各号に定める金額とする。
一 その事業（法第十条の二第一項に規定する事
業をいう。以下この項において同じ。）の用
に供した減価償却資産（同条第一項に規定す
る減価償却資産をいう。以下この項において
同じ。）が不動産所得の基因となる資産であ
る場合（第三号に掲げる場合を除く。） 税額
控除に関する規定（同条第三項及び第四項、
法第八条第二項並びに第十条の三第一項の規
定、所得税法第九十五条の規定並びに租税特
別措置法第十条第一項から第六項まで、第十
条の二の二第三項及び第四項、第十条の三第
三項及び第四項、第十条の四第三項及び第四
項、第十条の五第一項、第四十一条第一項、
第四十一条の十八第二項、第四十一条の十八
の二第二項、第四十一条の十八の三第一項、
第四十一条の十九の二第一項、第四十一条の
十九の三第一項及び第二項、第四十一条の十
九の四第一項及び第二項並びに第四十一条の
十九の五第一項の規定をいう。以下この項に
おいて同じ。）を適用しないで計算したその
年分の総所得金額に係る所得税の額に利子所
得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金
額、事業所得の金額、給与所得の金額、譲渡
所得の金額（所得税法第三十三条第三項第二
号に掲げる所得に係る部分については、その
金額の二分の一に相当する金額。以下この項
において同じ。）、一時所得の金額の二分の
一に相当する金額及び雑所得の金額の合計額
のうちに不動産所得の金額の占める割合を乗
じて計算した金額
二 その事業の用に供した減価償却資産が事業所
得の基因となる資産である場合（次号に掲げ
る場合を除く。） 税額控除に関する規定を適
用しないで計算したその年分の総所得金額に
係る所得税の額に利子所得の金額、配当所得
の金額、不動産所得の金額、事業所得の金
額、給与所得の金額、譲渡所得の金額、一時
所得の金額の二分の一に相当する金額及び雑
所得の金額の合計額のうちに事業所得の金額
の占める割合を乗じて計算した金額
三 その事業の用に供した減価償却資産が不動産
所得及び事業所得の基因となる資産である場
合 税額控除に関する規定を適用しないで計算
したその年分の総所得金額に係る所得税の額
に利子所得の金額、配当所得の金額、不動産
所得の金額、事業所得の金額、給与所得の金
額、譲渡所得の金額、一時所得の金額の二分
の一に相当する金額及び雑所得の金額の合計
額のうちに不動産所得の金額及び事業所得の
金額の合計額の占める割合を乗じて計算した
金額
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５ 法第十条の二第四項の規定による控除をすべき
金額は、その年分の所得税法第九十二条第二項
に規定する課税総所得金額に係る所得税額から
控除する。この場合において、当該所得税額か
ら控除をすべき同条第三項に規定する配当控除
の額及び法第十条の二第三項の規定による控除
をすべき金額があるときは、まず当該配当控除
の額及び同項の規定による控除をすべき金額を
控除し、次に同条第四項の規定による控除をす
べき金額を控除する。
６ 法第十条の二第八項に規定する政令で定めるも
のは、所得税法施行令第百二十条の二第二項第
五号に規定する所有権移転外リース取引とす
る。
７ 個人が、その取得し、又は建設した建物及びそ
の附属設備につき法第十条の二第一項又は第三
項（これらの規定のうち同条第一項の表の第一
号（建築物整備事業に係る部分に限る。）又は
第二号に係る部分に限る。）の規定の適用を受
ける場合には、当該建物及びその附属設備につ
きこれらの規定の適用を受ける年分の確定申告
書に財務省令で定める書類を添付しなければな
らない。
８ 法第十条の二第三項又は第四項の規定の適用が
ある場合における租税特別措置法施行令第五条
の三から第五条の五まで及び第五条の七から第
五条の九までの規定の適用については、同令第
五条の三第二項、第五条の四第八項、第五条の
五第八項、第五条の七第三項、第五条の八第五
項及び第五条の九第一項中「規定並びに」とあ
るのは「規定、」と、「規定を」とあるのは
「規定並びに東日本大震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に関する法律第十条の二
第三項及び第四項の規定を」と、「同法」とあ
るのは「所得税法」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用

した場合の所得税額の特別控除）
第十二条の三 法第十条の三第一項に規定する政令
で定める者は、次に掲げる者とする。
一 平成二十三年三月十一日において東日本大震
災復興特別区域法（平成二十三年法律第百二
十二号）第四条第一項に規定する特定被災区
域（次号において「特定被災区域」とい
う。）内に所在する事業所に雇用されていた
者
二 平成二十三年三月十一日において特定被災区
域内に居住していた者

２ 法第十条の三第一項の規定による控除をすべき
金額は、その年分の所得税法第九十二条第二項
に規定する課税総所得金額に係る所得税額から
控除する。この場合において、当該所得税額か
ら控除をすべき同条第三項に規定する配当控除
の額があるときは、まず当該配当控除の額を控
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除し、次に法第十条の三第一項の規定による控
除をすべき金額を控除する。
３ 法第十条の三第一項ただし書に規定する所得税
の額として政令で定める金額は、同項、法第八
条第二項並びに第十条の二第三項及び第四項の
規定、所得税法第九十五条の規定並びに租税特
別措置法第十条第一項から第六項まで、第十条
の二の二第三項及び第四項、第十条の三第三項
及び第四項、第十条の四第三項及び第四項、第
十条の五第一項、第四十一条第一項、第四十一
条の十八第二項、第四十一条の十八の二第二
項、第四十一条の十八の三第一項、第四十一条
の十九の二第一項、第四十一条の十九の三第一
項及び第二項、第四十一条の十九の四第一項及
び第二項並びに第四十一条の十九の五第一項の
規定を適用しないで計算したその年分の総所得
金額に係る所得税の額に利子所得の金額、配当
所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金
額、給与所得の金額、譲渡所得の金額（所得税
法第三十三条第三項第二号に掲げる所得に係る
部分については、その金額の二分の一に相当す
る金額）、一時所得の金額の二分の一に相当す
る金額及び雑所得の金額の合計額のうちに事業
所得の金額の占める割合を乗じて計算した金額
とする。
４ 法第十条の三第一項の規定の適用がある場合に
おける租税特別措置法施行令第五条の三から第
五条の五まで及び第五条の七から第五条の九ま
での規定の適用については、同令第五条の三第
二項、第五条の四第八項、第五条の五第八項、
第五条の七第三項、第五条の八第五項及び第五
条の九第一項中「規定並びに」とあるのは「規
定、」と、「規定を」とあるのは「規定並びに
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律第十条の三第一項の規定
を」と、「同法」とあるのは「所得税法」とす
る。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （所得税の額から控除される特別控除額の特例）

第十二条の四 法第十条の四第一項の規定により租
税特別措置法第十条の六の規定を読み替えて適
用する場合における租税特別措置法施行令第五
条の九の規定の適用については、同条第一項中
「規定並びに」とあるのは「規定、」と、「規
定を」とあるのは「規定並びに東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律（以下この条において「震災特例法」と
いう。）第八条第二項、第十条の二第三項及び
第四項並びに第十条の三第一項の規定を」と、
「同法」とあるのは「所得税法」と、同条第二
項中「掲げる規定」とあるのは「掲げる規定
（震災特例法第十条の二第三項又は第四項の規
定及び震災特例法第十条の三第一項の規定を含
む。）」と、「（同項」とあるのは「（震災特
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例法第十条の四第一項の規定により読み替えら
れた法第十条の六第一項」と、同条第三項中
「規定にかかわらず」とあるのは「規定（震災
特例法第十条の二第十三項及び第十条の三第四
項の規定を含む。）にかかわらず」と、「掲げ
る規定」とあるのは「掲げる規定（東日本大震
災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に
関する法律第十条の二第三項及び第四項（復興
産業集積区域等において機械等を取得した場合
の所得税額の特別控除）の規定並びに同法第十
条の三第一項（復興産業集積区域において被災
雇用者等を雇用した場合の所得税額の特別控
除）の規定を含む。）」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域における開発研究用資産の特

別償却等）
第十二条の五 法第十条の五第一項に規定する試験
研究として政令で定めるものは、新たな製品の
製造若しくは新たな技術の発明又は現に企業化
されている技術の著しい改善を目的として特別
に行われる試験研究とする。
２ 法第十条の五第一項に規定する政令で定める減
価償却資産は、専ら同項に規定する開発研究の
用に供される建物及び建物附属設備、構築物、
工具、器具及び備品、機械及び装置並びにソフ
トウエアのうち産業集積の形成に資するものと
して財務省令で定めるものとする。
３ 試験研究費の額（租税特別措置法第十条第一項
に規定する試験研究費の額をいう。以下この項
において同じ。）のうち法第十条の五第一項の
規定の適用を受ける同項に規定する開発研究用
資産（以下この項において「開発研究用資産」
という。）に係る償却費として必要経費に算入
された金額がある場合における同条第六項の規
定により読み替えて適用される租税特別措置法
第十条第三項及び第五項に規定する政令で定め
るところにより計算した金額は、その年分の事
業所得の金額の計算上必要経費に算入される試
験研究費の額から特別償却実施額（当該開発研
究用資産に係る償却費として必要経費に算入さ
れた金額から法第十条の五第一項に規定する普
通償却額を控除した残額をいう。）を控除した
金額とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（被災代替資産等の特別償却）
第十三条 法第十一条第一項に規定する事業に準ず
るものとして政令で定めるものは、事業と称す
るに至らない建物（その附属設備を含む。次項
第一号において同じ。）又は構築物の貸付けそ
の他これに類する行為で相当の対価を得て継続
的に行うものとする。

（被災代替資産等の特別償却）
第十三条 法第十一条第一項に規定する事業に準ず
るものとして政令で定めるものは、事業と称す
るに至らない建物（その附属設備を含む。次項
第一号において同じ。）又は構築物の貸付けそ
の他これに類する行為で相当の対価を得て継続
的に行うものとする。
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２ 法第十一条第一項に規定する政令で定める減価
償却資産は、次の各号に掲げる減価償却資産の
区分に応じ当該各号に定めるものとする。
一 建物 当該個人が有する建物で東日本大震災に
起因して当該個人の事業（法第十一条第一項
に規定する事業をいう。以下この項において
同じ。）の用に供することができなくなった
もの（以下この号において「被災建物」とい
う。）のその用に供することができなくなっ
た時の直前の用途と同一の用途に供される建
物（当該建物の床面積が当該被災建物の床面
積の一・五倍を超える場合には、当該被災建
物の床面積の一・五倍に相当する部分に限
る。）
二 構築物 当該個人が有する構築物で東日本大震
災に起因して当該個人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災構築物」という。）のその用に供す
ることができなくなった時の直前の用途と同
一の用途に供される構築物（当該構築物の規
模が当該被災構築物とおおむね同程度以下の
ものに限る。）
三 機械及び装置 当該個人が有する機械及び装置
で東日本大震災に起因して当該個人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災機械装置」という。）
のその用に供することができなくなった時の
直前の用途と同一の用途に供される機械及び
装置（当該被災機械装置に比して著しく高額
なもの、当該被災機械装置に比して著しく性
能が優れているものその他当該被災機械装置
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
四 船舶 当該個人が有する船舶法（明治三十二年
法律第四十六号）第一条に規定する日本船舶
のうち同法第五条第一項に規定する船舶原簿
に登録されているもの、小型船舶の登録等に
関する法律（平成十三年法律第百二号）第二
条に規定する小型船舶のうち同法第三条に規
定する原簿に登録されているもの、漁船法
（昭和二十五年法律第百七十八号）第二条第
一項に規定する漁船のうち同法第十条第一項
に規定する漁船原簿に登録されているもの又
は建設機械抵当法施行令（昭和二十九年政令
第二百九十四号）別表に掲げる船舶（以下こ
の号において「船舶」という。）で、東日本
大震災に起因して当該個人の事業の用に供す
ることができなくなったもの（以下この号に
おいて「被災船舶」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される船舶（当該被災船舶に
比して著しく高額なものその他当該被災船舶
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該個人が有する航空法（昭和二十七
年法律第二百三十一号）第二条第一項に規定
する航空機のうち同法第三条に規定する航空
機登録原簿に登録されているもの（以下この
号において「航空機」という。）で東日本大

２ 法第十一条第一項に規定する政令で定める減価
償却資産は、次の各号に掲げる減価償却資産の
区分に応じ当該各号に定めるものとする。
一 建物 当該個人が有する建物で東日本大震災に
起因して当該個人の事業（法第十一条第一項
に規定する事業をいう。以下この項において
同じ。）の用に供することができなくなった
もの（以下この号において「被災建物」とい
う。）のその用に供することができなくなっ
た時の直前の用途と同一の用途に供される建
物（当該建物の床面積が当該被災建物の床面
積の一・五倍を超える場合には、当該被災建
物の床面積の一・五倍に相当する部分に限
る。）
二 構築物 当該個人が有する構築物で東日本大震
災に起因して当該個人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災構築物」という。）のその用に供す
ることができなくなった時の直前の用途と同
一の用途に供される構築物（当該構築物の規
模が当該被災構築物とおおむね同程度以下の
ものに限る。）
三 機械及び装置 当該個人が有する機械及び装置
で東日本大震災に起因して当該個人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災機械装置」という。）
のその用に供することができなくなった時の
直前の用途と同一の用途に供される機械及び
装置（当該被災機械装置に比して著しく高額
なもの、当該被災機械装置に比して著しく性
能が優れているものその他当該被災機械装置
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
四 船舶 当該個人が有する船舶法（明治三十二年
法律第四十六号）第一条に規定する日本船舶
のうち同法第五条第一項に規定する船舶原簿
に登録されているもの、小型船舶の登録等に
関する法律（平成十三年法律第百二号）第二
条に規定する小型船舶のうち同法第三条に規
定する原簿に登録されているもの、漁船法
（昭和二十五年法律第百七十八号）第二条第
一項に規定する漁船のうち同法第十条第一項
に規定する漁船原簿に登録されているもの又
は建設機械抵当法施行令（昭和二十九年政令
第二百九十四号）別表に掲げる船舶（以下こ
の号において「船舶」という。）で、東日本
大震災に起因して当該個人の事業の用に供す
ることができなくなったもの（以下この号に
おいて「被災船舶」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される船舶（当該被災船舶に
比して著しく高額なものその他当該被災船舶
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該個人が有する航空法（昭和二十七
年法律第二百三十一号）第二条第一項に規定
する航空機のうち同法第三条に規定する航空
機登録原簿に登録されているもの（以下この
号において「航空機」という。）で東日本大
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震災に起因して当該個人の事業の用に供する
ことができなくなったもの（以下この号にお
いて「被災航空機」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される航空機（当該被災航空
機に比して著しく高額なものその他当該被災
航空機に比して著しく仕様が異なるものを除
く。）
六 車両及び運搬具 当該個人が有する道路運送車
両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四
条に規定する自動車のうち同条に規定する自
動車登録ファイルに登録されているもの、同
条に規定する二輪の小型自動車のうち同法第
七十二条第一項に規定する二輪自動車検査
ファイルに記録されているもの、同法第五十
九条第一項に規定する検査対象軽自動車のう
ち同法第七十二条第一項に規定する軽自動車
検査ファイルに記録されているもの、同法第
五十八条第一項に規定する検査対象外軽自動
車のうち同法第九十七条の三第一項の規定に
より車両番号の指定を受けているもの又は地
方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
第四百四十二条第三号に規定する小型特殊自
動車若しくは同条第一号に規定する原動機付
自転車のうち同法第四百四十二条の二第一項
の規定の適用を受けるもの（以下この号にお
いて「車両及び運搬具」という。）で、東日
本大震災に起因して当該個人の事業の用に供
することができなくなったもの（以下この号
において「被災車両運搬具」という。）のそ
の用に供することができなくなった時の直前
の用途と同一の用途に供される車両及び運搬
具（当該被災車両運搬具に比して著しく高額
なものその他当該被災車両運搬具に比して著
しく仕様が異なるものを除く。）

３ 法第十一条第一項に規定する政令で定めるリー
ス取引は、所得税法施行令第百二十条の二第二
項第五号に規定する所有権移転外リース取引と
する。

震災に起因して当該個人の事業の用に供する
ことができなくなったもの（以下この号にお
いて「被災航空機」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される航空機（当該被災航空
機に比して著しく高額なものその他当該被災
航空機に比して著しく仕様が異なるものを除
く。）
六 車両及び運搬具 当該個人が有する道路運送車
両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四
条に規定する自動車のうち同条に規定する自
動車登録ファイルに登録されているもの、同
条に規定する二輪の小型自動車のうち同法第
七十二条第一項に規定する二輪自動車検査
ファイルに記録されているもの、同法第五十
九条第一項に規定する検査対象軽自動車のう
ち同法第七十二条第一項に規定する軽自動車
検査ファイルに記録されているもの、同法第
五十八条第一項に規定する検査対象外軽自動
車のうち同法第九十七条の三第一項の規定に
より車両番号の指定を受けているもの又は地
方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）
第四百四十二条第三号に規定する小型特殊自
動車若しくは同条第一号に規定する原動機付
自転車のうち同法第四百四十二条の二第一項
の規定の適用を受けるもの（以下この号にお
いて「車両及び運搬具」という。）で、東日
本大震災に起因して当該個人の事業の用に供
することができなくなったもの（以下この号
において「被災車両運搬具」という。）のそ
の用に供することができなくなった時の直前
の用途と同一の用途に供される車両及び運搬
具（当該被災車両運搬具に比して著しく高額
なものその他当該被災車両運搬具に比して著
しく仕様が異なるものを除く。）

◆削除◆

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域等において機械等を取得した

場合の特別償却又は法人税額の特別控除）
第十七条の二 法第十七条の二第一項の表の第一号
の第五欄に規定する政令で定める要件は、次に
掲げる要件のいずれかを満たすこととする。
一 延べ面積が千五百平方メートル以上であるこ
と。
二 地上階数が三以上であり、かつ、避難の用に
供することができる屋上広場が設けられてい
ること。
三 建築物整備事業（法第十七条の二第一項の表
の第一号の第四欄に掲げる建築物整備事業を
いう。第三項において同じ。）を施行する土
地の区域（以下この号及び次号において「建
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築物整備事業区域」という。）内において整
備される公共施設（道路、公園その他の公共
の用に供する施設をいう。）の用に供される
土地の面積の当該建築物整備事業区域の面積
のうちに占める割合が百分の三十以上である
場合における当該建築物整備事業区域内にお
いて建設されたものであること。
四 建築物整備事業区域内において整備される避
難施設、駐車場その他の地域の居住者等の利
便の増進に寄与する施設の整備に要する費用
の額が五千万円以上である場合における当該
建築物整備事業区域内において建設されたも
のであること。

２ 法第十七条の二第六項に規定する政令で定める
ものは、法人税法施行令第四十八条の二第五項
第五号に規定する所有権移転外リース取引とす
る。
３ 法人が、その取得し、又は建設した建物及びそ
の附属設備につき法第十七条の二第一項又は第
二項（これらの規定のうち同条第一項の表の第
一号（建築物整備事業に係る部分に限る。）又
は第二号に係る部分に限る。）の規定の適用を
受ける場合には、当該建物及びその附属設備に
つきこれらの規定の適用を受ける事業年度の確
定申告書等（中間申告書で法人税法第七十二条
第一項各号に掲げる事項を記載したもの及び確
定申告書をいう。）に財務省令で定める書類を
添付しなければならない。
４ 法第十七条の二第二項又は第三項の規定の適用
がある場合における法人税法施行令第百三十九
条の十の規定の適用については、同条中「特別
控除）の規定」とあるのは「特別控除）若しく
は東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律第十七条の二第二項若
しくは第三項（復興産業集積区域等において機
械等を取得した場合の法人税額の特別控除）の
規定」と、「同法第四十二条の十三第一項」と
あるのは「同法第十七条の四第一項（法人税の
額から控除される特別控除額の特例）の規定に
より読み替えられた租税特別措置法第四十二条
の十三第一項」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用

した場合の法人税額の特別控除）
第十七条の三 法第十七条の三第一項に規定する政
令で定める者は、次に掲げる者とする。
一 平成二十三年三月十一日において東日本大震
災復興特別区域法第四条第一項に規定する特
定被災区域（次号において「特定被災区域」
という。）内に所在する事業所に雇用されて
いた者
二 平成二十三年三月十一日において特定被災区
域内に居住していた者

２ 法第十七条の三第一項の規定の適用がある場合
9



における法人税法施行令第百三十九条の十の規
定の適用については、同条中「特別控除）の規
定」とあるのは「特別控除）若しくは東日本大
震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例
に関する法律第十七条の三第一項（復興産業集
積区域において被災雇用者等を雇用した場合の
法人税額の特別控除）の規定」と、「同法第四
十二条の十三第一項」とあるのは「同法第十七
条の四第一項（法人税の額から控除される特別
控除額の特例）の規定により読み替えられた租
税特別措置法第四十二条の十三第一項」とす
る。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （法人税の額から控除される特別控除額の特例）

第十七条の四 法第十七条の四第一項の規定により
租税特別措置法第四十二条の十三の規定を読み
替えて適用する場合における租税特別措置法施
行令第二十七条の十三の規定の適用について
は、同条第一項中「掲げる規定」とあるのは
「掲げる規定（東日本大震災の被災者等に係る
国税関係法律の臨時特例に関する法律（以下こ
の条において「震災特例法」という。）第十七
条の二第二項又は第三項の規定及び震災特例法
第十七条の三第一項の規定を含む。）」と、
「（同項」とあるのは「（震災特例法第十七条
の四第一項の規定により読み替えられた法第四
十二条の十三第一項」と、同条第二項中「規定
にかかわらず」とあるのは「規定（震災特例法
第十七条の二第十二項及び第十七条の三第四項
の規定を含む。）にかかわらず」と、「）に掲
げる規定」とあるのは「）に掲げる規定（東日
本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時
特例に関する法律（平成二十三年法律第二十九
号。以下「震災特例法」という。）第十七条の
二第二項若しくは第三項（復興産業集積区域等
において機械等を取得した場合の法人税額の特
別控除）の規定又は震災特例法第十七条の三第
一項（復興産業集積区域において被災雇用者等
を雇用した場合の法人税額の特別控除）の規定
を含む。）」と、「（同項」とあるのは「（震
災特例法第十七条の四第一項（法人税の額から
控除される特別控除額の特例）の規定により読
み替えられた租税特別措置法第四十二条の十三
第一項」と、「掲げる規定を適用した場合
の」」とあるのは「掲げる規定（震災特例法第
十七条の二第二項及び第三項（復興産業集積区
域等において機械等を取得した場合の法人税額
の特別控除）の規定並びに震災特例法第十七条
の三第一項（復興産業集積区域において被災雇
用者等を雇用した場合の法人税額の特別控除）
の規定を含む。以下この条において同じ。）を
適用した場合の」」と、「同項の」とあるのは
「租税特別措置法第四十二条の十三第一項の」
と、「掲げる規定」」とあるのは「掲げる規定
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（震災特例法第十七条の二第二項及び第三項
（復興産業集積区域等において機械等を取得し
た場合の法人税額の特別控除）の規定並びに震
災特例法第十七条の三第一項（復興産業集積区
域において被災雇用者等を雇用した場合の法人
税額の特別控除）の規定を含む。）」」とす
る。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域における開発研究用資産の特

別償却等）
第十七条の五 法第十七条の五第一項に規定する試
験研究として政令で定めるものは、新たな製品
の製造若しくは新たな技術の発明又は現に企業
化されている技術の著しい改善を目的として特
別に行われる試験研究とする。
２ 法第十七条の五第一項に規定する政令で定める
減価償却資産は、専ら同項に規定する開発研究
の用に供される建物及び建物附属設備、構築
物、工具、器具及び備品、機械及び装置並びに
ソフトウエアのうち産業集積の形成に資するも
のとして財務省令で定めるものとする。
３ 試験研究費の額（租税特別措置法第四十二条の
四第一項に規定する試験研究費の額をいう。以
下この項において同じ。）のうち法第十七条の
五第一項の規定の適用を受ける同項に規定する
開発研究用資産（以下この項において「開発研
究用資産」という。）に係る償却費として損金
の額に算入された金額がある場合における同条
第四項の規定により読み替えて適用される租税
特別措置法第四十二条の四第三項及び第七項に
規定する政令で定めるところにより計算した金
額は、当該事業年度の所得の金額の計算上損金
の額に算入される試験研究費の額から特別償却
実施額（当該開発研究用資産に係る償却費とし
て損金の額に算入された金額から次の各号に掲
げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額
（当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する
場合には、当該各号に定める金額の合計額）を
控除した残額をいう。）を控除した金額とす
る。
一 当該開発研究用資産につき法第十七条の五第
一項の規定の適用を受ける場合 同項に規定す
る普通償却限度額
二 当該開発研究用資産につき法第十七条の五の
規定に係る法第十八条の五第一項の規定によ
り読み替えて適用する租税特別措置法第五十
二条の二第一項又は第四項の規定の適用を受
ける場合 同条第一項又は第四項に規定する普
通償却限度額として政令で定める金額

４ 法第十七条の五第四項の規定により読み替えら
れた租税特別措置法第四十二条の四第三項又は
第七項の規定の適用を受ける場合における租税
特別措置法施行令第二十七条の四の規定の適用
については、同条第一項第一号中「法第六十八
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条の九第一項」とあるのは「東日本大震災の被
災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する
法律第二十五条の五第四項の規定により読み替
えて適用される法第六十八条の九第三項」と、
同項第二号中「法第四十二条の四第一項」とあ
るのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する法律第十七条の五第
四項の規定により読み替えて適用される法第四
十二条の四第三項」と、同条第三項中「準用す
る」とあるのは「準用する。この場合におい
て、第一項第一号中「第六十八条の九第三項」
とあるのは「第六十八条の九第七項」と、同項
第二号中「第四十二条の四第三項」とあるのは
「第四十二条の四第七項」と読み替えるものと
する」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（被災代替資産等の特別償却）
第十八条 法第十八条第一項に規定する政令で定め
る減価償却資産は、次の各号に掲げる減価償却
資産の区分に応じ当該各号に定めるものとす
る。
一 建物（その附属設備を含む。以下この号にお
いて同じ。） 当該法人が有する建物で東日本
大震災に起因して当該法人の事業の用に供す
ることができなくなったもの（以下この号に
おいて「被災建物」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される建物（当該建物の床面
積が当該被災建物の床面積の一・五倍を超え
る場合には、当該被災建物の床面積の一・五
倍に相当する部分に限る。）
二 構築物 当該法人が有する構築物で東日本大震
災に起因して当該法人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災構築物」という。）のその用に供す
ることができなくなった時の直前の用途と同
一の用途に供される構築物（当該構築物の規
模が当該被災構築物とおおむね同程度以下の
ものに限る。）
三 機械及び装置 当該法人が有する機械及び装置
で東日本大震災に起因して当該法人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災機械装置」という。）
のその用に供することができなくなった時の
直前の用途と同一の用途に供される機械及び
装置（当該被災機械装置に比して著しく高額
なもの、当該被災機械装置に比して著しく性
能が優れているものその他当該被災機械装置
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
四 船舶 当該法人が有する船舶法第一条に規定す
る日本船舶のうち同法第五条第一項に規定す
る船舶原簿に登録されているもの、小型船舶
の登録等に関する法律第二条に規定する小型
船舶のうち同法第三条に規定する原簿に登録

（被災代替資産等の特別償却）
第十八条 法第十八条第一項に規定する政令で定め
る減価償却資産は、次の各号に掲げる減価償却
資産の区分に応じ当該各号に定めるものとす
る。
一 建物（その附属設備を含む。以下この号にお
いて同じ。） 当該法人が有する建物で東日本
大震災に起因して当該法人の事業の用に供す
ることができなくなったもの（以下この号に
おいて「被災建物」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される建物（当該建物の床面
積が当該被災建物の床面積の一・五倍を超え
る場合には、当該被災建物の床面積の一・五
倍に相当する部分に限る。）
二 構築物 当該法人が有する構築物で東日本大震
災に起因して当該法人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災構築物」という。）のその用に供す
ることができなくなった時の直前の用途と同
一の用途に供される構築物（当該構築物の規
模が当該被災構築物とおおむね同程度以下の
ものに限る。）
三 機械及び装置 当該法人が有する機械及び装置
で東日本大震災に起因して当該法人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災機械装置」という。）
のその用に供することができなくなった時の
直前の用途と同一の用途に供される機械及び
装置（当該被災機械装置に比して著しく高額
なもの、当該被災機械装置に比して著しく性
能が優れているものその他当該被災機械装置
に比して著しく仕様が異なるものを除く。）
四 船舶 当該法人が有する船舶法第一条に規定す
る日本船舶のうち同法第五条第一項に規定す
る船舶原簿に登録されているもの、小型船舶
の登録等に関する法律第二条に規定する小型
船舶のうち同法第三条に規定する原簿に登録

12



されているもの、漁船法第二条第一項に規定
する漁船のうち同法第十条第一項に規定する
漁船原簿に登録されているもの又は建設機械
抵当法施行令別表に掲げる船舶（以下この号
において「船舶」という。）で、東日本大震
災に起因して当該法人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災船舶」という。）のその用に供する
ことができなくなった時の直前の用途と同一
の用途に供される船舶（当該被災船舶に比し
て著しく高額なものその他当該被災船舶に比
して著しく仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該法人が有する航空法第二条第一項
に規定する航空機のうち同法第三条に規定す
る航空機登録原簿に登録されているもの（以
下この号において「航空機」という。）で東
日本大震災に起因して当該法人の事業の用に
供することができなくなったもの（以下この
号において「被災航空機」という。）のその
用に供することができなくなった時の直前の
用途と同一の用途に供される航空機（当該被
災航空機に比して著しく高額なものその他当
該被災航空機に比して著しく仕様が異なるも
のを除く。）
六 車両及び運搬具 当該法人が有する道路運送車
両法第四条に規定する自動車のうち同条に規
定する自動車登録ファイルに登録されている
もの、同条に規定する二輪の小型自動車のう
ち同法第七十二条第一項に規定する二輪自動
車検査ファイルに記録されているもの、同法
第五十九条第一項に規定する検査対象軽自動
車のうち同法第七十二条第一項に規定する軽
自動車検査ファイルに記録されているもの、
同法第五十八条第一項に規定する検査対象外
軽自動車のうち同法第九十七条の三第一項の
規定により車両番号の指定を受けているも
の、地方税法第四百四十二条第三号に規定す
る小型特殊自動車若しくは同条第一号に規定
する原動機付自転車のうち同法第四百四十二
条の二第一項の規定の適用を受けるもの又は
鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）
第十三条第一項に規定する車両のうち同項に
規定する確認（同条第二項に規定する確認を
含む。）を受けたもの（以下この号において
「車両及び運搬具」という。）で、東日本大
震災に起因して当該法人の事業の用に供する
ことができなくなったもの（以下この号にお
いて「被災車両運搬具」という。）のその用
に供することができなくなった時の直前の用
途と同一の用途に供される車両及び運搬具
（当該被災車両運搬具に比して著しく高額な
ものその他当該被災車両運搬具に比して著し
く仕様が異なるものを除く。）

２ 法第十八条第一項に規定する政令で定めるリー
ス取引は、法人税法施行令第四十八条の二第五
項第五号に規定する所有権移転外リース取引と
する。

されているもの、漁船法第二条第一項に規定
する漁船のうち同法第十条第一項に規定する
漁船原簿に登録されているもの又は建設機械
抵当法施行令別表に掲げる船舶（以下この号
において「船舶」という。）で、東日本大震
災に起因して当該法人の事業の用に供するこ
とができなくなったもの（以下この号におい
て「被災船舶」という。）のその用に供する
ことができなくなった時の直前の用途と同一
の用途に供される船舶（当該被災船舶に比し
て著しく高額なものその他当該被災船舶に比
して著しく仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該法人が有する航空法第二条第一項
に規定する航空機のうち同法第三条に規定す
る航空機登録原簿に登録されているもの（以
下この号において「航空機」という。）で東
日本大震災に起因して当該法人の事業の用に
供することができなくなったもの（以下この
号において「被災航空機」という。）のその
用に供することができなくなった時の直前の
用途と同一の用途に供される航空機（当該被
災航空機に比して著しく高額なものその他当
該被災航空機に比して著しく仕様が異なるも
のを除く。）
六 車両及び運搬具 当該法人が有する道路運送車
両法第四条に規定する自動車のうち同条に規
定する自動車登録ファイルに登録されている
もの、同条に規定する二輪の小型自動車のう
ち同法第七十二条第一項に規定する二輪自動
車検査ファイルに記録されているもの、同法
第五十九条第一項に規定する検査対象軽自動
車のうち同法第七十二条第一項に規定する軽
自動車検査ファイルに記録されているもの、
同法第五十八条第一項に規定する検査対象外
軽自動車のうち同法第九十七条の三第一項の
規定により車両番号の指定を受けているも
の、地方税法第四百四十二条第三号に規定す
る小型特殊自動車若しくは同条第一号に規定
する原動機付自転車のうち同法第四百四十二
条の二第一項の規定の適用を受けるもの又は
鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）
第十三条第一項に規定する車両のうち同項に
規定する確認（同条第二項に規定する確認を
含む。）を受けたもの（以下この号において
「車両及び運搬具」という。）で、東日本大
震災に起因して当該法人の事業の用に供する
ことができなくなったもの（以下この号にお
いて「被災車両運搬具」という。）のその用
に供することができなくなった時の直前の用
途と同一の用途に供される車両及び運搬具
（当該被災車両運搬具に比して著しく高額な
ものその他当該被災車両運搬具に比して著し
く仕様が異なるものを除く。）

◆削除◆
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- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （再投資等準備金）

第十八条の三 法第十八条の三第一項に規定する政
令で定める金額は、同項の規定を適用しないで
計算した場合の同項の適用年度の所得の金額と
する。この場合において、法人税法第五十七条
第一項、第五十八条第一項及び第五十九条第二
項の規定の適用については、同法第五十七条第
一項及び第五十八条第一項中「譲渡）の規定」
とあるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災
者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法
律第十八条の三第一項（再投資等準備金）の規
定」と、同法第五十九条第二項中「譲渡）」と
あるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
第十八条の三第一項（再投資等準備金）」と、
「）の規定」とあるのは「並びに同法第十八条
の三第一項）の規定」とする。
２ 法第十八条の三第一項第三号に規定する政令で
定める規模のものは、同号に規定する事業年度
において取得又は製作若しくは建設をする同号
の産業集積事業の用に供する減価償却資産の取
得価額の合計額が三億円（同項の規定の適用を
受ける法人が租税特別措置法第四十二条の四第
六項に規定する中小企業者又は農業協同組合等
（法第十八条の三第一項の指定があった日を含
む事業年度が連結事業年度に該当する場合に
あっては、第二十三条の三第二項に規定する中
小連結法人。次項において「中小企業者等」と
いう。）である場合にあっては、三千万円）以
上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する法人が中
小企業者等に該当するかどうかの判定は、法第
十八条の三第一項第三号に規定する事業年度終
了の時の現況による。
４ 法第十八条の三第一項の規定の適用がある場合
における法人税法施行令及び租税特別措置法施
行令の規定の適用については、次の表の上欄に
掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表
の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施行
令第七十三条
第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び東日本大震
災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する
法律（以下「震災特例法」
という。）第十八条の三第
一項（再投資等準備金）の
規定

法人税法施行
令第七十七条
の二第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び震災特例法
第十八条の三第一項（再投
資等準備金）の規定

法人税法施行 ） ）並びに震災特例法第十八
14



令第百四十二
条の二第四項

の
規
定

条の三第一項（再投資等準
備金）の規定

租税特別措置
法施行令第三
十五条第二項

の
規
定

並びに東日本大震災の被災
者等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律（以
下「震災特例法」とい
う。）第十八条の三第一項
の規定

租税特別措置
法施行令第三
十六条の二第
四項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の二第
二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の三第
三項

の
規
定

及び震災特例法第十八条の
三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
一第四項及び
第三十九条の
三十二第一項

第
百
十
二
条
第
十
一
項
の

第百十二条第十一項並びに
震災特例法第十八条の三第
一項の

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
二の二第一項
及び第三十九
条の三十二の
三第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

〔編注〕本条は、平二四・一・一〇政一で追加さ
れたが、第一八条の三第４項表租税特別措置法
施行令第三十七条第二項の項に係る部分につい
ては特定多国籍企業による研究開発事業等の促
進に関する特別措置法（平成二十四年法律第
号）の施行の日から施行。

- 本則-
施行日：未定
（再投資等準備金） （再投資等準備金）
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第十八条の三 法第十八条の三第一項に規定する政
令で定める金額は、同項の規定を適用しないで
計算した場合の同項の適用年度の所得の金額と
する。この場合において、法人税法第五十七条
第一項、第五十八条第一項及び第五十九条第二
項の規定の適用については、同法第五十七条第
一項及び第五十八条第一項中「譲渡）の規定」
とあるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災
者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法
律第十八条の三第一項（再投資等準備金）の規
定」と、同法第五十九条第二項中「譲渡）」と
あるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
第十八条の三第一項（再投資等準備金）」と、
「）の規定」とあるのは「並びに同法第十八条
の三第一項）の規定」とする。
２ 法第十八条の三第一項第三号に規定する政令で
定める規模のものは、同号に規定する事業年度
において取得又は製作若しくは建設をする同号
の産業集積事業の用に供する減価償却資産の取
得価額の合計額が三億円（同項の規定の適用を
受ける法人が租税特別措置法第四十二条の四第
六項に規定する中小企業者又は農業協同組合等
（法第十八条の三第一項の指定があった日を含
む事業年度が連結事業年度に該当する場合に
あっては、第二十三条の三第二項に規定する中
小連結法人。次項において「中小企業者等」と
いう。）である場合にあっては、三千万円）以
上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する法人が中
小企業者等に該当するかどうかの判定は、法第
十八条の三第一項第三号に規定する事業年度終
了の時の現況による。
４ 法第十八条の三第一項の規定の適用がある場合
における法人税法施行令及び租税特別措置法施
行令の規定の適用については、次の表の上欄に
掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表
の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施行
令第七十三条
第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び東日本大震
災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する
法律（以下「震災特例法」
という。）第十八条の三第
一項（再投資等準備金）の
規定

法人税法施行
令第七十七条
の二第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び震災特例法
第十八条の三第一項（再投
資等準備金）の規定

法人税法施行
令第百四十二
条の二第四項

）
の
規
定

）並びに震災特例法第十八
条の三第一項（再投資等準
備金）の規定

租税特別措置 の 並びに東日本大震災の被災

第十八条の三 法第十八条の三第一項に規定する政
令で定める金額は、同項の規定を適用しないで
計算した場合の同項の適用年度の所得の金額と
する。この場合において、法人税法第五十七条
第一項、第五十八条第一項及び第五十九条第二
項の規定の適用については、同法第五十七条第
一項及び第五十八条第一項中「譲渡）の規定」
とあるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災
者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法
律第十八条の三第一項（再投資等準備金）の規
定」と、同法第五十九条第二項中「譲渡）」と
あるのは「譲渡）並びに東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
第十八条の三第一項（再投資等準備金）」と、
「）の規定」とあるのは「並びに同法第十八条
の三第一項）の規定」とする。
２ 法第十八条の三第一項第三号に規定する政令で
定める規模のものは、同号に規定する事業年度
において取得又は製作若しくは建設をする同号
の産業集積事業の用に供する減価償却資産の取
得価額の合計額が三億円（同項の規定の適用を
受ける法人が租税特別措置法第四十二条の四第
六項に規定する中小企業者又は農業協同組合等
（法第十八条の三第一項の指定があった日を含
む事業年度が連結事業年度に該当する場合に
あっては、第二十三条の三第二項に規定する中
小連結法人。次項において「中小企業者等」と
いう。）である場合にあっては、三千万円）以
上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する法人が中
小企業者等に該当するかどうかの判定は、法第
十八条の三第一項第三号に規定する事業年度終
了の時の現況による。
４ 法第十八条の三第一項の規定の適用がある場合
における法人税法施行令及び租税特別措置法施
行令の規定の適用については、次の表の上欄に
掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表
の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施行
令第七十三条
第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び東日本大震
災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する
法律（以下「震災特例法」
という。）第十八条の三第
一項（再投資等準備金）の
規定

法人税法施行
令第七十七条
の二第二項

掲
げ
る
規
定

掲げる規定及び震災特例法
第十八条の三第一項（再投
資等準備金）の規定

法人税法施行
令第百四十二
条の二第四項

）
の
規
定

）並びに震災特例法第十八
条の三第一項（再投資等準
備金）の規定

租税特別措置 の 並びに東日本大震災の被災
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法施行令第三
十五条第二項

規
定
者等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律（以
下「震災特例法」とい
う。）第十八条の三第一項
の規定

租税特別措置
法施行令第三
十六条の二第
四項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の二第
二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の三第
三項

の
規
定

及び震災特例法第十八条の
三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
一第四項及び
第三十九条の
三十二第一項

第
百
十
二
条
第
十
一
項
の

第百十二条第十一項並びに
震災特例法第十八条の三第
一項の

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
二の二第一項
及び第三十九
条の三十二の
三第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

〔編注〕本条は、平二四・一・一〇政一で追加さ
れたが、第一八条の三第４項表租税特別措置法
施行令第三十七条第二項の項に係る部分につい
ては特定多国籍企業による研究開発事業等の促
進に関する特別措置法（平成二十四年法律第
号）の施行の日から施行。

法施行令第三
十五条第二項

規
定
者等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律（以
下「震災特例法」とい
う。）第十八条の三第一項
の規定

租税特別措置
法施行令第三
十六条の二第
四項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の二第
二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十七条の三第
三項

の
規
定

及び震災特例法第十八条の
三第一項の規定

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
一第四項及び
第三十九条の
三十二第一項

第
百
十
二
条
第
十
一
項
の

第百十二条第十一項並びに
震災特例法第十八条の三第
一項の

租税特別措置
法施行令第三
十九条の三十
二の二第一項
及び第三十九
条の三十二の
三第二項

の
規
定

並びに震災特例法第十八条
の三第一項の規定

◆削除◆

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算
の特例）
第十八条の三 法第十八条の五第一項の規定により
租税特別措置法第五十二条の二の規定を読み替
えて適用する場合における租税特別措置法施行

（特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算
の特例）
第十八条の四 法第十八条の五第一項の規定により
租税特別措置法第五十二条の二の規定を読み替
えて適用する場合における租税特別措置法施行
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令第三十条第三項及び第四項の規定の適用につ
いては、同条第三項第一号中「の規定」とある
のは「又は東日本大震災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関する法律（第七号にお
いて「震災特例法」という。）第十八条の二第
一項の規定」と、同項第七号中「の規定」とあ
るのは「又は震災特例法第二十六条の二第一項
の規定」とする。

令第三十条第三項及び第四項の規定の適用につ
いては、同条第三項第一号中「の規定」とある
のは「又は東日本大震災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関する法律（第七号にお
いて「震災特例法」という。）第十八条の二第
一項の規定」と、同項第七号中「の規定」とあ
るのは「又は震災特例法第二十六条の二第一項
の規定」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（準備金方式による特別償却）
第十八条の四 法第十八条の六第一項の規定により
みなして適用する租税特別措置法第五十二条の
三の規定を適用する場合における租税特別措置
法施行令第三十一条の規定の適用については、
同条第一項及び第二項中「前条第三項第一号」
とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に関する法律施行令 第十
八条の三の規定により読み替えられた前条第三
項第一号」と、「前条第三項第七号」とあるの
は「同令 第十八条の三の規定により読み替えら
れた前条第三項第七号」とする。

（準備金方式による特別償却）
第十八条の五 法第十八条の六第一項の規定により
みなして適用する租税特別措置法第五十二条の
三の規定を適用する場合における租税特別措置
法施行令第三十一条の規定の適用については、
同条第一項及び第二項中「前条第三項第一号」
とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に関する法律施行令 第十
八条の四の規定により読み替えられた前条第三
項第一号」と、「前条第三項第七号」とあるの
は「同令 第十八条の四の規定により読み替えら
れた前条第三項第七号」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（特別償却等に関する複数の規定の不適用）
第十八条の五 法第十八条の七第一項の規定により
租税特別措置法第五十三条の規定を読み替えて
適用する場合における租税特別措置法施行令第
三十二条第二項の規定の適用については、同項
中「法第五十三条第一項第二号」とあるのは
「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律（以下この項において
「震災特例法」という。）第十八条の七第一項
の規定により読み替えられた法第五十三条第一
項第二号」と、「法第五十二条の三」とあるの
は「震災特例法第十八条の六第一項の規定によ
りみなして適用する法第五十二条の三」と、
「法第五十三条第一項の」とあるのは「震災特
例法第十八条の七第一項の規定により読み替え
られた法第五十三条第一項の」とする。

（特別償却等に関する複数の規定の不適用）
第十八条の六 法第十八条の七第一項の規定により
租税特別措置法第五十三条の規定を読み替えて
適用する場合における租税特別措置法施行令第
三十二条第二項の規定の適用については、同項
中「法第五十三条第一項第二号」とあるのは
「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律（以下この項において
「震災特例法」という。）第十八条の七第一項
の規定により読み替えられた法第五十三条第一
項第二号」と、「法第五十二条の三」とあるの
は「震災特例法第十八条の六第一項の規定によ
りみなして適用する法第五十二条の三」と、
「法第五十三条第一項の」とあるのは「震災特
例法第十八条の七第一項の規定により読み替え
られた法第五十三条第一項の」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（被災市街地復興土地区画整理事業等のために土
地等を譲渡した場合の所得の特別控除の特例等）
第十八条の六 法第十八条の八第一項（第一号に係
る部分に限る。）の規定の適用がある場合にお
ける租税特別措置法第六十五条の三第一項の規
定の適用については、同項第一号中「又は第三
号の五の規定」とあるのは、「若しくは第三号
の五の規定又は東日本大震災の被災者等に係る

（被災市街地復興土地区画整理事業等のために土
地等を譲渡した場合の所得の特別控除の特例等）
第十八条の七 法第十八条の八第一項（第一号に係
る部分に限る。）の規定の適用がある場合にお
ける租税特別措置法第六十五条の三第一項の規
定の適用については、同項第一号中「又は第三
号の五の規定」とあるのは、「若しくは第三号
の五の規定又は東日本大震災の被災者等に係る
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国税関係法律の臨時特例に関する法律第十八条
の八第一項第一号の規定」とする。
２ 法第十八条の八第一項各号に規定する買取りに
よる同項に規定する土地等の譲渡がある場合に
おける租税特別措置法第六十五条の五の二、第
六十五条の七（法第十九条第十四項において準
用する場合を含む。）又は第六十六条の二の規
定の適用については、当該譲渡は、租税特別措
置法第六十五条の五の二第七項第二号イ、第六
十五条の七第十五項第一号イ又は第六十六条の
二第十四項第二号イに掲げる譲渡に該当するも
のとみなす。
３ 法第十八条の八第二項の規定の適用がある場合
における租税特別措置法第六十五条の四及び第
六十五条の五の規定の適用については、同項に
規定する買い取られる場合は、同法第六十五条
の四第一項各号に掲げる場合及び同法第六十五
条の五第一項各号に掲げる場合に該当しないも
のとみなす。

国税関係法律の臨時特例に関する法律第十八条
の八第一項第一号の規定」とする。
２ 法第十八条の八第一項各号に規定する買取りに
よる同項に規定する土地等の譲渡がある場合に
おける租税特別措置法第六十五条の五の二、第
六十五条の七（法第十九条第十四項において準
用する場合を含む。）又は第六十六条の二の規
定の適用については、当該譲渡は、租税特別措
置法第六十五条の五の二第七項第二号イ、第六
十五条の七第十五項第一号イ又は第六十六条の
二第十四項第二号イに掲げる譲渡に該当するも
のとみなす。
３ 法第十八条の八第二項の規定の適用がある場合
における租税特別措置法第六十五条の四及び第
六十五条の五の規定の適用については、同項に
規定する買い取られる場合は、同法第六十五条
の四第一項各号に掲げる場合及び同法第六十五
条の五第一項各号に掲げる場合に該当しないも
のとみなす。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人が復興産業集積区域等において機械等

を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控
除）
第二十二条の二 法第二十五条の二第一項の表の第
一号の第五欄に規定する政令で定める要件は、
次に掲げる要件のいずれかを満たすこととす
る。
一 延べ面積が千五百平方メートル以上であるこ
と。
二 地上階数が三以上であり、かつ、避難の用に
供することができる屋上広場が設けられてい
ること。
三 建築物整備事業（法第二十五条の二第一項の
表の第一号の第四欄に掲げる建築物整備事業
をいう。第五項において同じ。）を施行する
土地の区域（以下この号及び次号において
「建築物整備事業区域」という。）内におい
て整備される公共施設（道路、公園その他の
公共の用に供する施設をいう。）の用に供さ
れる土地の面積の当該建築物整備事業区域の
面積のうちに占める割合が百分の三十以上で
ある場合における当該建築物整備事業区域内
において建設されたものであること。
四 建築物整備事業区域内において整備される避
難施設、駐車場その他の地域の居住者等の利
便の増進に寄与する施設の整備に要する費用
の額が五千万円以上である場合における当該
建築物整備事業区域内において建設されたも
のであること。

２ 法第二十五条の二第二項に規定する政令で定め
るところにより計算した金額は、次に掲げる金
額のうちいずれか少ない金額とする。
一 当該供用年度（法第二十五条の二第一項に規
定する供用年度をいう。以下この項及び第四
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項第一号において同じ。）の連結所得に対す
る調整前連結税額（同条第二項に規定する調
整前連結税額をいう。以下第四項までにおい
て同じ。）の百分の二十に相当する金額にイ
に掲げる金額がロに掲げる金額のうちに占め
る割合を乗じて計算した金額
イ 法第二十五条の二第一項の表の各号の第一
欄に掲げる連結法人に該当する連結親法人
又はその連結子法人（以下この条において
それぞれ「指定連結親法人」又は「指定連
結子法人」という。）で当該各号の第五欄
に掲げる減価償却資産（以下この条におい
て「対象資産」という。）を取得し、又は
製作し、若しくは建設したものの当該供用
年度の個別所得金額（法人税法第八十一条
の十八第一項に規定する個別所得金額をい
う。以下この号及び次項において同じ。）
ロ 対象資産を取得し、又は製作し、若しくは
建設した指定連結親法人の当該供用年度の
個別所得金額及び対象資産を取得し、又は
製作し、若しくは建設した各指定連結子法
人の当該供用年度の個別所得金額の合計額

二 調整前連結税額に前号イに掲げる金額を乗じ
てこれを当該供用年度の連結所得の金額で除
して計算した金額の百分の二十に相当する金
額

３ 法第二十五条の二第三項に規定する政令で定め
るところにより計算した金額は、次に掲げる金
額のうちいずれか少ない金額とする。
一 当該連結事業年度の連結所得に対する調整前
連結税額の百分の二十に相当する金額（当該
連結事業年度においてその事業の用に供した
対象資産につき法第二十五条の二第二項の規
定により当該連結事業年度の連結所得に対す
る調整前連結税額から控除される金額がある
場合には、当該金額を控除した残額）にイに
掲げる金額がロに掲げる金額のうちに占める
割合を乗じて計算した金額
イ 連結親法人又はその連結子法人で繰越税額
控除限度超過額（法第二十五条の二第三項
に規定する繰越税額控除限度超過額をい
う。以下この号及び次項第二号において同
じ。）を有するものの当該連結事業年度の
個別所得金額
ロ 繰越税額控除限度超過額を有する連結親法
人の当該連結事業年度の個別所得金額及び
繰越税額控除限度超過額を有する各連結子
法人の当該連結事業年度の個別所得金額の
合計額

二 調整前連結税額に前号イに掲げる金額を乗じ
てこれを当該連結事業年度の連結所得の金額
で除して計算した金額の百分の二十に相当す
る金額（当該連結事業年度においてその事業
の用に供した対象資産につき法第二十五条の
二第二項の規定により当該連結事業年度の連
結所得に対する調整前連結税額から控除され
る金額のうち当該連結親法人又はその連結子
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法人に帰せられる金額がある場合には、当該
金額を控除した残額）

４ 法第二十五条の二第十三項の規定により読み替
えて適用される法人税法第八十一条の十八第一
項各号列記以外の部分に規定する政令で定める
金額は、次の各号に掲げる連結法人の区分に応
じ当該各号に定める金額（当該連結法人が当該
各号に掲げる連結法人のいずれにも該当する場
合には、当該各号に定める金額の合計額）とす
る。
一 指定連結親法人又はその指定連結子法人で当
該供用年度において対象資産を取得し、又は
製作し、若しくは建設したもの 当該対象資産
につき法第二十五条の二第二項の規定により
当該供用年度の連結所得に対する調整前連結
税額から控除された金額
二 連結親法人又はその連結子法人で当該連結事
業年度において繰越税額控除限度超過額を有
するもの 当該繰越税額控除限度超過額のうち
法第二十五条の二第三項の規定により当該連
結事業年度の連結所得に対する調整前連結税
額から控除された金額

５ 指定連結親法人又はその指定連結子法人が、そ
の取得し、又は建設した建物及びその附属設備
につき法第二十五条の二第一項又は第二項（こ
れらの規定のうち同条第一項の表の第一号（建
築物整備事業に係る部分に限る。）又は第二号
に係る部分に限る。）の規定の適用を受ける場
合には、当該建物及びその附属設備につきこれ
らの規定の適用を受ける連結事業年度の連結確
定申告書等（連結中間申告書で法人税法第八十
一条の二十第一項各号に掲げる事項を記載した
もの及び連結確定申告書をいう。）に財務省令
で定める書類を添付しなければならない。
６ 法第二十五条の二第二項又は第三項の規定の適
用がある場合における法人税法施行令第百五十
五条の二十五の規定の適用については、同条第
一号中「若しくは同法」とあるのは「、同法」
と、「特別控除）の規定」とあるのは「特別控
除）若しくは東日本大震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に関する法律第二十五条
の二第二項若しくは第三項（連結法人が復興産
業集積区域等において機械等を取得した場合の
法人税額の特別控除）の規定」と、「同法第六
十八条の十五の三第一項後段」とあるのは「同
法第二十五条の四第一項（連結法人の法人税の
額から控除される特別控除額の特例）の規定に
より読み替えられた租税特別措置法第六十八条
の十五の三第一項後段」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人が復興産業集積区域において被災雇用

者等を雇用した場合の法人税額の特別控除）
第二十二条の三 法第二十五条の三第一項に規定す
る政令で定める者は、次に掲げる者とする。
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一 平成二十三年三月十一日において東日本大震
災復興特別区域法第四条第一項に規定する特
定被災区域（次号において「特定被災区域」
という。）内に所在する事業所に雇用されて
いた者
二 平成二十三年三月十一日において特定被災区
域内に居住していた者

２ 法第二十五条の三第四項の規定により読み替え
て適用される法人税法第八十一条の十八第一項
各号列記以外の部分に規定する政令で定める金
額は、法第二十五条の三第一項の規定により適
用年度（同項に規定する適用年度をいう。以下
この項において同じ。）の連結所得に対する調
整前連結税額（同条第一項に規定する調整前連
結税額をいう。）から控除された金額に第一号
に掲げる金額が第二号に掲げる金額のうちに占
める割合を乗じて計算した金額とする。
一 法第二十五条の三第一項に規定する指定を受
けた連結親法人又はその連結子法人が同項に
規定する被災雇用者等に対して支給する同項
の給与等の額のうち当該適用年度の連結所得
の金額の計算上損金の額に算入されるもの
二 当該連結親法人及びその各連結子法人の当該
適用年度に係る前号に掲げる金額の合計額

３ 法第二十五条の三第一項の規定の適用がある場
合における法人税法施行令第百五十五条の二十
五の規定の適用については、同条第一号中「若
しくは同法」とあるのは「、同法」と、「特別
控除）の規定」とあるのは「特別控除）若しく
は東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律第二十五条の三第一項
（連結法人が復興産業集積区域において被災雇
用者等を雇用した場合の法人税額の特別控除）
の規定」と、「同法第六十八条の十五の三第一
項後段」とあるのは「同法第二十五条の四第一
項（連結法人の法人税の額から控除される特別
控除額の特例）の規定により読み替えられた租
税特別措置法第六十八条の十五の三第一項後
段」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人の法人税の額から控除される特別控除

額の特例）
第二十二条の四 法第二十五条の四第一項の規定に
より租税特別措置法第六十八条の十五の三の規
定を読み替えて適用する場合における租税特別
措置法施行令第三十九条の四十五の三の規定の
適用については、同条第一項中「掲げる規定」
とあるのは「掲げる規定（東日本大震災の被災
者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法
律（以下この条において「震災特例法」とい
う。）第二十五条の二第二項又は第三項の規定
及び震災特例法第二十五条の三第一項の規定を
含む。）」と、「（同項」とあるのは「（震災
特例法第二十五条の四第一項の規定により読み
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替えられた法第六十八条の十五の三第一項」
と、同条第二項中「規定にかかわらず」とある
のは「規定（震災特例法第二十五条の二第十三
項及び第二十五条の三第四項の規定を含む。）
にかかわらず」と、「）に掲げる規定」とある
のは「）に掲げる規定（東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
（以下「震災特例法」という。）第二十五条の
二第二項若しくは第三項（連結法人が復興産業
集積区域等において機械等を取得した場合の法
人税額の特別控除）の規定又は震災特例法第二
十五条の三第一項（連結法人が復興産業集積区
域において被災雇用者等を雇用した場合の法人
税額の特別控除）の規定を含む。）」と、
「（同項」とあるのは「（震災特例法第二十五
条の四第一項（連結法人の法人税の額から控除
される特別控除額の特例）の規定により読み替
えられた租税特別措置法第六十八条の十五の三
第一項」と、「掲げる規定を適用した場合
の」」とあるのは「掲げる規定（震災特例法第
二十五条の二第二項及び第三項（連結法人が復
興産業集積区域等において機械等を取得した場
合の法人税額の特別控除）の規定並びに震災特
例法第二十五条の三第一項（連結法人が復興産
業集積区域において被災雇用者等を雇用した場
合の法人税額の特別控除）の規定を含む。以下
この条において同じ。）を適用した場合の」」
と、「同項の」とあるのは「租税特別措置法第
六十八条の十五の三第一項の」と、「掲げる規
定」」とあるのは「掲げる規定（震災特例法第
二十五条の二第二項及び第三項（連結法人が復
興産業集積区域等において機械等を取得した場
合の法人税額の特別控除）の規定並びに震災特
例法第二十五条の三第一項（連結法人が復興産
業集積区域において被災雇用者等を雇用した場
合の法人税額の特別控除）の規定を含
む。）」」と、同条第三項中「同項各号に掲げ
る規定」とあるのは「同項各号に掲げる規定
（震災特例法第二十五条の二第二項又は第三項
の規定及び震災特例法第二十五条の三第一項の
規定を含む。）」と、「同項後段」とあるのは
「法第六十八条の十五の三第一項後段」と、
「又は第六十八条の十五の二第六項」とあるの
は「若しくは第六十八条の十五の二第六項又は
震災特例法第二十五条の二第十三項若しくは第
二十五条の三第四項」と、同項第六号中「掲げ
る規定」とあるのは「掲げる規定又は震災特例
法第二十五条の二第二項若しくは第三項の規
定」と、「定める金額は、当該」とあるのは
「定める金額又は東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令
（以下この項において「震災特例法施行令」と
いう。）第二十二条の二第四項各号に定める金
額は、それぞれこれらの」と、同号イ中「当
該」とあるのは「それぞれこれらの」と、同号
ロ中「当該規定」とあるのは「それぞれこれら
の規定」と、「次に掲げる」とあるのは「それ
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ぞれこれらの規定ごとに次に掲げる」と、同号
ロ(1)中「第三十九条の四十五第四項第一号」と
あるのは「第三十九条の四十五第四項第一号又
は震災特例法施行令第二十二条の二第四項第一
号」と、「第六十八条の十五第二項」とあるの
は「第六十八条の十五第二項又は震災特例法第
二十五条の二第二項」と、「同項」とあるのは
「これら」と、同号ロ(2)中「第三十九条の四十
五第四項第二号」とあるのは「第三十九条の四
十五第四項第二号又は震災特例法施行令第二十
二条の二第四項第二号」と、「第六十八条の十
五第三項」とあるのは「第六十八条の十五第三
項又は震災特例法第二十五条の二第三項」と、
「同項」とあるのは「これら」と、同項第七号
中「掲げる規定」とあるのは「掲げる規定又は
震災特例法第二十五条の三第一項の規定」と、
同号イ中「当該」とあるのは「それぞれこれら
の」と、「前条第十四項」とあるのは「前条第
十四項又は震災特例法施行令第二十二条の三第
二項」と、同号ロ中「当該」とあるのは「それ
ぞれこれらの」と、「前条第十四項」とあるの
は「前条第十四項又は震災特例法施行令第二十
二条の三第二項」と、「同項」とあるのは「こ
れらの規定」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域における連結法人の開発研究

用資産の特別償却等）
第二十二条の五 試験研究費の額（租税特別措置法
第六十八条の九第一項に規定する試験研究費の
額をいう。以下この項において同じ。）のうち
法第二十五条の五第一項の規定の適用を受ける
同項に規定する開発研究用資産（以下この項に
おいて「開発研究用資産」という。）に係る償
却費として損金の額に算入された金額がある場
合における同条第四項の規定により読み替えて
適用される租税特別措置法第六十八条の九第三
項及び第七項に規定する政令で定めるところに
より計算した金額は、当該連結事業年度の連結
所得の金額の計算上損金の額に算入される試験
研究費の額から特別償却実施額（当該開発研究
用資産の償却費として損金の額に算入された金
額から次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該
各号に定める金額（当該各号に掲げる場合のい
ずれにも該当する場合には、当該各号に定める
金額の合計額）を控除した残額をいう。）を控
除した金額とする。
一 当該開発研究用資産につき法第二十五条の五
第一項の規定の適用を受ける場合 同項に規定
する普通償却限度額
二 当該開発研究用資産につき法第二十五条の五
の規定に係る法第二十六条の五第一項の規定
により読み替えて適用する租税特別措置法第
六十八条の四十第一項又は第四項の規定の適
用を受ける場合 同条第一項又は第四項に規定
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する普通償却限度額として政令で定める金額
２ 法第二十五条の五第四項の規定により読み替え
られた租税特別措置法第六十八条の九第三項又
は第七項の規定の適用を受ける場合における租
税特別措置法施行令第三十九条の三十九の規定
の適用については、同条第一項第一号中「法第
四十二条の四第一項」とあるのは「東日本大震
災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に
関する法律（次号及び第四項において「震災特
例法」という。）第十七条の五第四項の規定に
より読み替えて適用される法第四十二条の四第
三項」と、同項第二号中「同条第一項」とある
のは「震災特例法第二十五条の五第四項の規定
により読み替えて適用される法第六十八条の九
第三項」と、同条第四項第一号中「法第四十二
条の四第一項」とあるのは「震災特例法第十七
条の五第四項の規定により読み替えて適用され
る法第四十二条の四第七項」と、同項第二号中
「同条第一項」とあるのは「震災特例法第二十
五条の五第四項の規定により読み替えて適用さ
れる法第六十八条の九第七項」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（連結法人の被災代替資産等の特別償却）
第二十三条 法第二十六条第一項に規定する政令で
定めるものは、次の各号に掲げる減価償却資産
の区分に応じ当該各号に定めるものとする。
一 建物（その附属設備を含む。以下この号にお
いて同じ。） 当該連結親法人又はその連結子
法人が有する建物で東日本大震災に起因して
当該連結親法人又はその連結子法人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災建物」という。）のそ
の用に供することができなくなった時の直前
の用途と同一の用途に供される建物（当該建
物の床面積が当該被災建物の床面積の一・五
倍を超える場合には、当該被災建物の床面積
の一・五倍に相当する部分に限る。）
二 構築物 当該連結親法人又はその連結子法人が
有する構築物で東日本大震災に起因して当該
連結親法人又はその連結子法人の事業の用に
供することができなくなったもの（以下この
号において「被災構築物」という。）のその
用に供することができなくなった時の直前の
用途と同一の用途に供される構築物（当該構
築物の規模が当該被災構築物とおおむね同程
度以下のものに限る。）
三 機械及び装置 当該連結親法人又はその連結子
法人が有する機械及び装置で東日本大震災に
起因して当該連結親法人又はその連結子法人
の事業の用に供することができなくなったも
の（以下この号において「被災機械装置」と
いう。）のその用に供することができなく
なった時の直前の用途と同一の用途に供され
る機械及び装置（当該被災機械装置に比して

（連結法人の被災代替資産等の特別償却）
第二十三条 法第二十六条第一項に規定する政令で
定めるものは、次の各号に掲げる減価償却資産
の区分に応じ当該各号に定めるものとする。
一 建物（その附属設備を含む。以下この号にお
いて同じ。） 当該連結親法人又はその連結子
法人が有する建物で東日本大震災に起因して
当該連結親法人又はその連結子法人の事業の
用に供することができなくなったもの（以下
この号において「被災建物」という。）のそ
の用に供することができなくなった時の直前
の用途と同一の用途に供される建物（当該建
物の床面積が当該被災建物の床面積の一・五
倍を超える場合には、当該被災建物の床面積
の一・五倍に相当する部分に限る。）
二 構築物 当該連結親法人又はその連結子法人が
有する構築物で東日本大震災に起因して当該
連結親法人又はその連結子法人の事業の用に
供することができなくなったもの（以下この
号において「被災構築物」という。）のその
用に供することができなくなった時の直前の
用途と同一の用途に供される構築物（当該構
築物の規模が当該被災構築物とおおむね同程
度以下のものに限る。）
三 機械及び装置 当該連結親法人又はその連結子
法人が有する機械及び装置で東日本大震災に
起因して当該連結親法人又はその連結子法人
の事業の用に供することができなくなったも
の（以下この号において「被災機械装置」と
いう。）のその用に供することができなく
なった時の直前の用途と同一の用途に供され
る機械及び装置（当該被災機械装置に比して
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著しく高額なもの、当該被災機械装置に比し
て著しく性能が優れているものその他当該被
災機械装置に比して著しく仕様が異なるもの
を除く。）
四 船舶 当該連結親法人又はその連結子法人が有
する 第十八条第一項第四号に規定する船舶
（以下この号において「船舶」という。）で
東日本大震災に起因して当該連結親法人又は
その連結子法人の事業の用に供することがで
きなくなったもの（以下この号において「被
災船舶」という。）のその用に供することが
できなくなった時の直前の用途と同一の用途
に供される船舶（当該被災船舶に比して著し
く高額なものその他当該被災船舶に比して著
しく仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該連結親法人又はその連結子法人が
有する 第十八条第一項第五号に規定する航空
機（以下この号において「航空機」とい
う。）で東日本大震災に起因して当該連結親
法人又はその連結子法人の事業の用に供する
ことができなくなったもの（以下この号にお
いて「被災航空機」という。）のその用に供
することができなくなった時の直前の用途と
同一の用途に供される航空機（当該被災航空
機に比して著しく高額なものその他当該被災
航空機に比して著しく仕様が異なるものを除
く。）
六 車両及び運搬具 当該連結親法人又はその連結
子法人が有する 第十八条第一項第六号に規定
する車両及び運搬具（以下この号において
「車両及び運搬具」という。）で東日本大震
災に起因して当該連結親法人又はその連結子
法人の事業の用に供することができなくなっ
たもの（以下この号において「被災車両運搬
具」という。）のその用に供することができ
なくなった時の直前の用途と同一の用途に供
される車両及び運搬具（当該被災車両運搬具
に比して著しく高額なものその他当該被災車
両運搬具に比して著しく仕様が異なるものを
除く。）

著しく高額なもの、当該被災機械装置に比し
て著しく性能が優れているものその他当該被
災機械装置に比して著しく仕様が異なるもの
を除く。）
四 船舶 当該連結親法人又はその連結子法人が有
する 第十八条第四号に規定する船舶（以下こ
の号において「船舶」という。）で東日本大
震災に起因して当該連結親法人又はその連結
子法人の事業の用に供することができなく
なったもの（以下この号において「被災船
舶」という。）のその用に供することができ
なくなった時の直前の用途と同一の用途に供
される船舶（当該被災船舶に比して著しく高
額なものその他当該被災船舶に比して著しく
仕様が異なるものを除く。）
五 航空機 当該連結親法人又はその連結子法人が
有する 第十八条第五号に規定する航空機（以
下この号において「航空機」という。）で東
日本大震災に起因して当該連結親法人又はそ
の連結子法人の事業の用に供することができ
なくなったもの（以下この号において「被災
航空機」という。）のその用に供することが
できなくなった時の直前の用途と同一の用途
に供される航空機（当該被災航空機に比して
著しく高額なものその他当該被災航空機に比
して著しく仕様が異なるものを除く。）
六 車両及び運搬具 当該連結親法人又はその連結
子法人が有する 第十八条第六号に規定する車
両及び運搬具（以下この号において「車両及
び運搬具」という。）で東日本大震災に起因
して当該連結親法人又はその連結子法人の事
業の用に供することができなくなったもの
（以下この号において「被災車両運搬具」と
いう。）のその用に供することができなく
なった時の直前の用途と同一の用途に供され
る車両及び運搬具（当該被災車両運搬具に比
して著しく高額なものその他当該被災車両運
搬具に比して著しく仕様が異なるものを除
く。）

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人の再投資等準備金）

第二十三条の三 法第二十六条の三第一項に規定す
る政令で定める金額は、同項の適用年度の法人
税法第八十一条の十八第一項に規定する個別帰
属益金額から法第二十六条の三第一項の規定を
適用しないで計算した場合の法人税法第八十一
条の十八第一項に規定する個別帰属損金額を控
除した金額とする。この場合において、同法第
八十一条の九第一項の規定及び同法第八十一条
の三第一項に規定する個別損金額（同法第五十
九条第二項に係る部分に限る。）を計算する場
合の法人税法施行令第百五十五条の二第一項の
規定の適用については、同法第八十一条の九第
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一項第一号イ中「）の規定」とあるのは「）並
びに東日本大震災の被災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法律第二十六条の三第一
項（連結法人の再投資等準備金）の規定」と、
同号ロ中「第六十二条の五第五項」とあるのは
「第六十二条の五第五項並びに東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律第二十六条の三第一項」と、同令第百五
十五条の二第一項第二号中「譲渡）」とあるの
は「譲渡）並びに東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律第二十
六条の三第一項（連結法人の再投資等準備
金）」と、「）の規定」とあるのは「並びに東
日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第二十六条の三第一項）の
規定」とする。
２ 法第二十六条の三第一項第三号に規定する政令
で定める規模のものは、同号に規定する連結事
業年度において取得又は製作若しくは建設をす
る同号の産業集積事業の用に供する減価償却資
産の取得価額の合計額が三億円（同項の規定の
適用を受ける連結親法人又はその連結子法人が
租税特別措置法第六十八条の九第六項に規定す
る中小連結法人（連結親法人である同項に規定
する農業協同組合等を含み、法第二十六条の三
第一項の指定があった日を含む事業年度が連結
事業年度に該当しない場合にあっては、租税特
別措置法第四十二条の四第六項に規定する中小
企業者又は農業協同組合等とする。次項におい
て「中小連結法人等」という。）に該当する場
合にあっては、三千万円）以上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する連結親法
人又はその連結子法人が中小連結法人等に該当
するかどうかの判定は、法第二十六条の三第一
項第三号に規定する連結事業年度終了の時の現
況による。
４ 法第二十六条の三第一項、第三項又は第四項の
規定の適用がある場合において、これらの規定
に規定する連結親法人又はその連結子法人の法
人税法第八十一条の十八第一項に規定する個別
所得金額又は個別欠損金額を計算するときは、
法第二十六条の三第一項の規定により損金の額
に算入される金額は、法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別帰属損金額に、法第二
十六条の三第三項又は第四項の規定により益金
の額に算入される金額は、法人税法第八十一条
の十八第一項に規定する個別帰属益金額に、そ
れぞれ含まれるものとする。
５ 法第二十六条の三第一項の規定の適用がある場
合における法人税法施行令及び租税特別措置法
施行令の規定の適用については、次の表の上欄
に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同
表の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施
行令第百五
十五条の十
三第二項

掲げる
規定を

掲げる規定及び東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律（以下「震災
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特例法」という。）第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定を

法人税法施
行令第百五
十五条の十
三の二第二
項

掲げる
規定

掲げる規定及び震災特例
法第二十六条の三第一項
（連結法人の再投資等準
備金）の規定

法人税法施
行令第百五
十五条の二
十七第四項

）の規
定

）並びに震災特例法第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の八十九第
一項

第六十
八条の
六十二
の二第
一項の

第六十八条の六十二の二
第一項並びに東日本大震
災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関
する法律（以下「震災特
例法」という。）第二十
六条の三第一項の

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十の二
第四項

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十の三
第二項

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十一第
二項

の規定 並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十二第
三項

の規定 及び震災特例法第二十六
条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の百二十五
第二項及び
第三十九条
の百二十六
第一項

第五項
の規定

第五項並びに震災特例法
第二十六条の三第一項の
規定

同法第
八十一
条の十
八第一
項に規
定する
個別帰
属損金

法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別
帰属損金額
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額
〔編注〕本条は、平二四・一・一〇政一で追加さ
れたが、第二三条の三第５項表租税特別措置法
施行令第三十九条の九十の三第二項の項に係る
部分については特定多国籍企業による研究開発
事業等の促進に関する特別措置法（平成二十四
年法律第 号）の施行の日から施行。

- 本則-
施行日：未定
（連結法人の再投資等準備金）
第二十三条の三 法第二十六条の三第一項に規定す
る政令で定める金額は、同項の適用年度の法人
税法第八十一条の十八第一項に規定する個別帰
属益金額から法第二十六条の三第一項の規定を
適用しないで計算した場合の法人税法第八十一
条の十八第一項に規定する個別帰属損金額を控
除した金額とする。この場合において、同法第
八十一条の九第一項の規定及び同法第八十一条
の三第一項に規定する個別損金額（同法第五十
九条第二項に係る部分に限る。）を計算する場
合の法人税法施行令第百五十五条の二第一項の
規定の適用については、同法第八十一条の九第
一項第一号イ中「）の規定」とあるのは「）並
びに東日本大震災の被災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法律第二十六条の三第一
項（連結法人の再投資等準備金）の規定」と、
同号ロ中「第六十二条の五第五項」とあるのは
「第六十二条の五第五項並びに東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律第二十六条の三第一項」と、同令第百五
十五条の二第一項第二号中「譲渡）」とあるの
は「譲渡）並びに東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律第二十
六条の三第一項（連結法人の再投資等準備
金）」と、「）の規定」とあるのは「並びに東
日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第二十六条の三第一項）の
規定」とする。
２ 法第二十六条の三第一項第三号に規定する政令
で定める規模のものは、同号に規定する連結事
業年度において取得又は製作若しくは建設をす
る同号の産業集積事業の用に供する減価償却資
産の取得価額の合計額が三億円（同項の規定の
適用を受ける連結親法人又はその連結子法人が
租税特別措置法第六十八条の九第六項に規定す
る中小連結法人（連結親法人である同項に規定
する農業協同組合等を含み、法第二十六条の三
第一項の指定があった日を含む事業年度が連結
事業年度に該当しない場合にあっては、租税特
別措置法第四十二条の四第六項に規定する中小
企業者又は農業協同組合等とする。次項におい
て「中小連結法人等」という。）に該当する場
合にあっては、三千万円）以上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する連結親法

（連結法人の再投資等準備金）
第二十三条の三 法第二十六条の三第一項に規定す
る政令で定める金額は、同項の適用年度の法人
税法第八十一条の十八第一項に規定する個別帰
属益金額から法第二十六条の三第一項の規定を
適用しないで計算した場合の法人税法第八十一
条の十八第一項に規定する個別帰属損金額を控
除した金額とする。この場合において、同法第
八十一条の九第一項の規定及び同法第八十一条
の三第一項に規定する個別損金額（同法第五十
九条第二項に係る部分に限る。）を計算する場
合の法人税法施行令第百五十五条の二第一項の
規定の適用については、同法第八十一条の九第
一項第一号イ中「）の規定」とあるのは「）並
びに東日本大震災の被災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法律第二十六条の三第一
項（連結法人の再投資等準備金）の規定」と、
同号ロ中「第六十二条の五第五項」とあるのは
「第六十二条の五第五項並びに東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律第二十六条の三第一項」と、同令第百五
十五条の二第一項第二号中「譲渡）」とあるの
は「譲渡）並びに東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律第二十
六条の三第一項（連結法人の再投資等準備
金）」と、「）の規定」とあるのは「並びに東
日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第二十六条の三第一項）の
規定」とする。
２ 法第二十六条の三第一項第三号に規定する政令
で定める規模のものは、同号に規定する連結事
業年度において取得又は製作若しくは建設をす
る同号の産業集積事業の用に供する減価償却資
産の取得価額の合計額が三億円（同項の規定の
適用を受ける連結親法人又はその連結子法人が
租税特別措置法第六十八条の九第六項に規定す
る中小連結法人（連結親法人である同項に規定
する農業協同組合等を含み、法第二十六条の三
第一項の指定があった日を含む事業年度が連結
事業年度に該当しない場合にあっては、租税特
別措置法第四十二条の四第六項に規定する中小
企業者又は農業協同組合等とする。次項におい
て「中小連結法人等」という。）に該当する場
合にあっては、三千万円）以上のものとする。
３ 前項の場合において、同項に規定する連結親法
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人又はその連結子法人が中小連結法人等に該当
するかどうかの判定は、法第二十六条の三第一
項第三号に規定する連結事業年度終了の時の現
況による。
４ 法第二十六条の三第一項、第三項又は第四項の
規定の適用がある場合において、これらの規定
に規定する連結親法人又はその連結子法人の法
人税法第八十一条の十八第一項に規定する個別
所得金額又は個別欠損金額を計算するときは、
法第二十六条の三第一項の規定により損金の額
に算入される金額は、法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別帰属損金額に、法第二
十六条の三第三項又は第四項の規定により益金
の額に算入される金額は、法人税法第八十一条
の十八第一項に規定する個別帰属益金額に、そ
れぞれ含まれるものとする。
５ 法第二十六条の三第一項の規定の適用がある場
合における法人税法施行令及び租税特別措置法
施行令の規定の適用については、次の表の上欄
に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同
表の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施
行令第百五
十五条の十
三第二項

掲げる
規定を

掲げる規定及び東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律（以下「震災
特例法」という。）第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定を

法人税法施
行令第百五
十五条の十
三の二第二
項

掲げる
規定

掲げる規定及び震災特例
法第二十六条の三第一項
（連結法人の再投資等準
備金）の規定

法人税法施
行令第百五
十五条の二
十七第四項

）の規
定

）並びに震災特例法第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の八十九第
一項

第六十
八条の
六十二
の二第
一項の

第六十八条の六十二の二
第一項並びに東日本大震
災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関
する法律（以下「震災特
例法」という。）第二十
六条の三第一項の

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十の二
第四項

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を

租税特別措
置法施行令
第三十九条

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を

人又はその連結子法人が中小連結法人等に該当
するかどうかの判定は、法第二十六条の三第一
項第三号に規定する連結事業年度終了の時の現
況による。
４ 法第二十六条の三第一項、第三項又は第四項の
規定の適用がある場合において、これらの規定
に規定する連結親法人又はその連結子法人の法
人税法第八十一条の十八第一項に規定する個別
所得金額又は個別欠損金額を計算するときは、
法第二十六条の三第一項の規定により損金の額
に算入される金額は、法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別帰属損金額に、法第二
十六条の三第三項又は第四項の規定により益金
の額に算入される金額は、法人税法第八十一条
の十八第一項に規定する個別帰属益金額に、そ
れぞれ含まれるものとする。
５ 法第二十六条の三第一項の規定の適用がある場
合における法人税法施行令及び租税特別措置法
施行令の規定の適用については、次の表の上欄
に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同
表の下欄に掲げる字句とする。
法人税法施
行令第百五
十五条の十
三第二項

掲げる
規定を

掲げる規定及び東日本大
震災の被災者等に係る国
税関係法律の臨時特例に
関する法律（以下「震災
特例法」という。）第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定を

法人税法施
行令第百五
十五条の十
三の二第二
項

掲げる
規定

掲げる規定及び震災特例
法第二十六条の三第一項
（連結法人の再投資等準
備金）の規定

法人税法施
行令第百五
十五条の二
十七第四項

）の規
定

）並びに震災特例法第二
十六条の三第一項（連結
法人の再投資等準備金）
の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の八十九第
一項

第六十
八条の
六十二
の二第
一項の

第六十八条の六十二の二
第一項並びに東日本大震
災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関
する法律（以下「震災特
例法」という。）第二十
六条の三第一項の

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十の二
第四項

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を

租税特別措
置法施行令
第三十九条

の規定
を

並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定を
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の九十の三
第二項
租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十一第
二項

の規定 並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十二第
三項

の規定 及び震災特例法第二十六
条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の百二十五
第二項及び
第三十九条
の百二十六
第一項

第五項
の規定

第五項並びに震災特例法
第二十六条の三第一項の
規定

同法第
八十一
条の十
八第一
項に規
定する
個別帰
属損金
額

法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別
帰属損金額

〔編注〕本条は、平二四・一・一〇政一で追加さ
れたが、第二三条の三第５項表租税特別措置法
施行令第三十九条の九十の三第二項の項に係る
部分については特定多国籍企業による研究開発
事業等の促進に関する特別措置法（平成二十四
年法律第 号）の施行の日から施行。

の九十の三
第二項
租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十一第
二項

の規定 並びに震災特例法第二十
六条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の九十二第
三項

の規定 及び震災特例法第二十六
条の三第一項の規定

租税特別措
置法施行令
第三十九条
の百二十五
第二項及び
第三十九条
の百二十六
第一項

第五項
の規定

第五項並びに震災特例法
第二十六条の三第一項の
規定

同法第
八十一
条の十
八第一
項に規
定する
個別帰
属損金
額

法人税法第八十一条の十
八第一項に規定する個別
帰属損金額

◆削除◆

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（連結法人の特別償却不足額がある場合の償却限
度額の計算の特例）
第二十三条の三 法第二十六条の五第一項の規定に
より租税特別措置法第六十八条の四十の規定を
読み替えて適用する場合における租税特別措置
法施行令第三十九条の六十九第三項及び第四項
の規定の適用については、同条第三項第一号中
「の規定」とあるのは「又は東日本大震災の被
災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する
法律（第七号において「震災特例法」とい
う。）第二十六条の二第一項の規定」と、同項
第七号中「の規定」とあるのは「又は震災特例
法第十八条の二第一項の規定」とする。

（連結法人の特別償却不足額がある場合の償却限
度額の計算の特例）
第二十三条の四 法第二十六条の五第一項の規定に
より租税特別措置法第六十八条の四十の規定を
読み替えて適用する場合における租税特別措置
法施行令第三十九条の六十九第三項及び第四項
の規定の適用については、同条第三項第一号中
「の規定」とあるのは「又は東日本大震災の被
災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する
法律（第七号において「震災特例法」とい
う。）第二十六条の二第一項の規定」と、同項
第七号中「の規定」とあるのは「又は震災特例
法第十八条の二第一項の規定」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（連結法人の準備金方式による特別償却）
第二十三条の四 法第二十六条の六第一項の規定に
よりみなして適用する租税特別措置法第六十八

（連結法人の準備金方式による特別償却）
第二十三条の五 法第二十六条の六第一項の規定に
よりみなして適用する租税特別措置法第六十八
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条の四十一の規定を適用する場合における租税
特別措置法施行令第三十九条の七十第一項及び
第二項の規定の適用については、同条第一項及
び第二項中「前条第三項第一号」とあるのは
「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行令 第二十三条の
三の規定により読み替えられた前条第三項第一
号」と、「前条第三項第七号」とあるのは「同
令 第二十三条の三の規定により読み替えられた
前条第三項第七号」とする。

条の四十一の規定を適用する場合における租税
特別措置法施行令第三十九条の七十第一項及び
第二項の規定の適用については、同条第一項及
び第二項中「前条第三項第一号」とあるのは
「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行令 第二十三条の
四の規定により読み替えられた前条第三項第一
号」と、「前条第三項第七号」とあるのは「同
令 第二十三条の四の規定により読み替えられた
前条第三項第七号」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（連結法人の特別償却等に関する複数の規定の不
適用）
第二十三条の五 法第二十六条の七第一項の規定に
より租税特別措置法第六十八条の四十二の規定
を読み替えて適用する場合における租税特別措
置法施行令第三十九条の七十一第二項の規定の
適用については、同項中「法第六十八条の四十
二第一項第二号」とあるのは「東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律（以下この項において「震災特例法」と
いう。）第二十六条の七第一項の規定により読
み替えられた法第六十八条の四十二第一項第二
号」と、「法第六十八条の四十一」とあるのは
「震災特例法第二十六条の六第一項の規定によ
りみなして適用する法第六十八条の四十一」
と、「法第六十八条の四十二第一項の」とある
のは「震災特例法第二十六条の七第一項の規定
により読み替えられた法第六十八条の四十二第
一項の」とする。

（連結法人の特別償却等に関する複数の規定の不
適用）
第二十三条の六 法第二十六条の七第一項の規定に
より租税特別措置法第六十八条の四十二の規定
を読み替えて適用する場合における租税特別措
置法施行令第三十九条の七十一第二項の規定の
適用については、同項中「法第六十八条の四十
二第一項第二号」とあるのは「東日本大震災の
被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律（以下この項において「震災特例法」と
いう。）第二十六条の七第一項の規定により読
み替えられた法第六十八条の四十二第一項第二
号」と、「法第六十八条の四十一」とあるのは
「震災特例法第二十六条の六第一項の規定によ
りみなして適用する法第六十八条の四十一」
と、「法第六十八条の四十二第一項の」とある
のは「震災特例法第二十六条の七第一項の規定
により読み替えられた法第六十八条の四十二第
一項の」とする。

- 本則-
施行日：平成24年 1月10日
（連結法人が被災市街地復興土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した場合の連結所得の特別
控除の特例等）
第二十三条の六 法第二十六条の八第一項（法第十
八条の八第一項第一号に係る部分に限る。）の
規定の適用がある場合における租税特別措置法
第六十八条の七十四第一項の規定の適用につい
ては、同項中「）の規定」とあるのは、「）の
規定又は東日本大震災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する法律第二十六条の八
第一項（同法第十八条の八第一項第一号に係る
部分に限る。）の規定」とする。
２ 法第十八条の八第一項各号に規定する買取りに
よる法第二十六条の八第一項に規定する土地等
で当該各号に規定するものの譲渡がある場合に
おける租税特別措置法第六十八条の七十六の
二、第六十八条の七十八（法第二十七条第十四
項において準用する場合を含む。）又は第六十
八条の八十五の三の規定の適用については、当
該譲渡は、租税特別措置法第六十八条の七十六

（連結法人が被災市街地復興土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した場合の連結所得の特別
控除の特例等）
第二十三条の七 法第二十六条の八第一項（法第十
八条の八第一項第一号に係る部分に限る。）の
規定の適用がある場合における租税特別措置法
第六十八条の七十四第一項の規定の適用につい
ては、同項中「）の規定」とあるのは、「）の
規定又は東日本大震災の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関する法律第二十六条の八
第一項（同法第十八条の八第一項第一号に係る
部分に限る。）の規定」とする。
２ 法第十八条の八第一項各号に規定する買取りに
よる法第二十六条の八第一項に規定する土地等
で当該各号に規定するものの譲渡がある場合に
おける租税特別措置法第六十八条の七十六の
二、第六十八条の七十八（法第二十七条第十四
項において準用する場合を含む。）又は第六十
八条の八十五の三の規定の適用については、当
該譲渡は、租税特別措置法第六十八条の七十六
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の二第七項第二号イ、第六十八条の七十八第十
五項第一号イ又は第六十八条の八十五の三第十
四項第二号イに掲げる譲渡に該当するものとみ
なす。
３ 法第二十六条の八第二項の規定の適用がある場
合における租税特別措置法第六十八条の七十五
及び第六十八条の七十六の規定の適用について
は、同項に規定する買い取られる場合は、同法
第六十五条の四第一項各号に掲げる場合及び同
法第六十五条の五第一項各号に掲げる場合に該
当しないものとみなす。

の二第七項第二号イ、第六十八条の七十八第十
五項第一号イ又は第六十八条の八十五の三第十
四項第二号イに掲げる譲渡に該当するものとみ
なす。
３ 法第二十六条の八第二項の規定の適用がある場
合における租税特別措置法第六十八条の七十五
及び第六十八条の七十六の規定の適用について
は、同項に規定する買い取られる場合は、同法
第六十五条の四第一項各号に掲げる場合及び同
法第六十五条の五第一項各号に掲げる場合に該
当しないものとみなす。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ 附 則（平成二四・一・一〇政一）抄

- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （施行期日）

第一条 この政令は、公布の日から施行する。ただ
し、第十八条の二の次に一条を加える改正規定
（第十八条の三第四項の表租税特別措置法施行
令第三十七条第二項の項に係る部分に限る。）
及び第二十三条の二の次に一条を加える改正規
定（第二十三条の三第五項の表租税特別措置法
施行令第三十九条の九十の三第二項の項に係る
部分に限る。）並びに附則第五条第二項の規定
は、特定多国籍企業による研究開発事業等の促
進に関する特別措置法（平成二十四年法律第
号）の施行の日から施行する。

- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域等において機械等を取得した

場合の特別償却又は所得税額の特別控除に関する
経過措置）
第二条 この政令の施行の日（以下「施行日」とい
う。）から平成二十四年三月三十一日までの間
における改正後の東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令
（以下「新令」という。）第十二条の二の規定
の適用については、同条第四項第一号中「第十
条の三第三項」とあるのは「第十条の二の三第
三項及び第四項、第十条の三第三項」と、「及
び第四項、第十条の五第一項」とあるのは「、
第四項及び第六項、第十条の五第三項及び第四
項、第十条の六第一項」と、同条第八項中「か
ら第五条の五まで及び第五条の七から第五条の
九まで」とあるのは「から第五条の九まで」
と、「第五条の四第八項、第五条の五第八項」
とあるのは「第五条の四第十二項、第五条の四
の二第八項、第五条の五第八項、第五条の六第
八項」とする。

33



- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用

した場合の所得税額の特別控除に関する経過措
置）
第三条 施行日から平成二十四年三月三十一日まで
の間における新令第十二条の三の規定の適用に
ついては、同条第三項中「第十条の三第三項」
とあるのは「第十条の二の三第三項及び第四
項、第十条の三第三項」と、「及び第四項、第
十条の五第一項」とあるのは「、第四項及び第
六項、第十条の五第三項及び第四項、第十条の
六第一項」と、同条第四項中「から第五条の五
まで及び第五条の七から第五条の九まで」とあ
るのは「から第五条の九まで」と、「第五条の
四第八項、第五条の五第八項」とあるのは「第
五条の四第十二項、第五条の四の二第八項、第
五条の五第八項、第五条の六第八項」とする。

- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （所得税の額から控除される特別控除額の特例に

関する経過措置）
第四条 施行日から平成二十四年三月三十一日まで
の間における新令第十二条の四の規定の適用に
ついては、同条中「第十条の六の」とあるのは
「第十条の七の」と、「第十条の六第一項」と
あるのは「第十条の七第一項」とする。

- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （再投資等準備金に関する経過措置）

第五条 施行日から平成二十四年三月三十一日まで
の間における新令第十八条の三の規定の適用に
ついては、同条第一項中「「譲渡）の規定」と
あるのは「譲渡）並びに」とあるのは「「譲
渡）の規定」とあるのは「譲渡）及び」と、同
条第四項の表法人税法施行令第百四十二条の二
第四項の項中「第百四十二条の二第四項」とあ
るのは「第百四十二条の三第四項」と、同表租
税特別措置法施行令第三十九条の三十一第四項
及び第三十九条の三十二第一項の項中「第百十
二条第十一項」とあるのは「第百十二条第十
項」とする。
２ 特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に
関する特別措置法の施行の日が平成二十四年三
月三十一日以前である場合には、同日までの間
における新令第十八条の三第四項の規定の適用
については、同項の表租税特別措置法施行令第
三十七条第二項の項中「第三十七条第二項」と
あるのは、「第三十六条の三第二項」とする。
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- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人の法人税の額から控除される特別控除

額の特例に関する経過措置）
第六条 施行日から平成二十四年三月三十一日まで
の間における新令第二十二条の四の規定の適用
については、同条中「同項第六号」とあるのは
「同項第八号」と、「同項第七号」とあるのは
「同項第九号」とする。

- 改正法･附則- ～ 平成24年 1月10日 政令 第1号～
施行日：平成24年 1月10日
◆追加◆ （連結法人の再投資等準備金に関する経過措置）

第七条 施行日から平成二十四年三月三十一日まで
の間における新令第二十三条の三の規定の適用
については、同条第一項中「第百五十五条の二
第一項の」とあるのは「第百五十五条の二第二
項の」と、「「）並びに」とあるのは「「）及
び」と、「第六十二条の五第五項並びに」とあ
るのは「第六十二条の五第五項及び」と、「第
百五十五条の二第一項第二号」とあるのは「第
百五十五条の二第二項第二号」とする。
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